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要旨：建物の地震リスク解析においては地震危険度解析結果と地震ロス関数の構築が必要

である。一方，性能評価型設計法における耐震修復性能評価では，構造部材の損傷量評価

に基づいて，部材ごとに算定される損傷量に応じた修復費用を具体的に予測できることが

望ましい。そこで本研究では鉄筋コンクリート構造物の損傷量に応じて算出される修復費

用をモデル化し，鉄筋コンクリート構造物の耐震修復性能評価に用いる「修復費用関数」

の作成を試みた。 
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1. はじめに 

 建築物の耐震設計法に対して性能設計の考え

方を適用する方法が検討されている。これまで

の耐震設計法が性能を全く意識していなかった

わけではないが，既往の耐震設計法と性能設計

法が区別されるのは，建築物の性能を明示して

いるか否かである。明示される建築物の耐震性

能として現在検討されいる代表的なものが，安

全性能，修復性能，使用性能の 3 つである。地

震時に建築物が倒壊せずに人命を確保する目的

で満たされるべき安全性能は，構造物の工学的

応答量からその限界状態を定めることができる

と考えられる。また，機能上の不具合を生じな

いことを担保する使用性能についても，構造物

の工学的応答量からその限界状態を定めること

ができると考えられる。一方，修復性能につい

ては，鉄筋コンクリート造建物の耐震性能評価

指針（案）・同解説 1)において，修復限界状態を

部材の残留ひび割れを支配的な指標として「補

修が必要ではあるが，継続使用も可能」なレベ

ルと「そのまま継続使用は難しいが，大規模な

補修または補強により十分に経済的な復旧が可

能」というレベルの 2 段階に分類している。修

復限界状態が多段階に分類されるということは，

修復限界状態というものが本質的には工学的応

答量から一義的に決められるものではなく，建

築主（ユーザー）の意思決定により補修の要否

が異なる場合があること，つまり，経済的に修

復してもよいと判断される限界が異なる場合が

あることを意味している。すなわち，建築物の

修復性能とは本質的に建築物の経済性能である

と考えることができる。建築物の修復性能が経

済性能であるならば，地震時の修復性能は，地

震時損失額あるいは地震時の復旧にかかるコス

トによってその性能を評価するのが好ましい。

これまでも，地震時損失額あるいは地震時の復

旧コストの評価を目的とした地震ロス関数の構

築について数多く報告されている例えば 2)。しか

し，地震ロス関数は，地震ハザード解析の結果

と掛け合わせることで地震時損失額を算出する

目的で構築されるものであるため，通常，最大

地動加速度に対する損失期待値として求められ

るものである。一方，本研究では，建築物の性

能をより直接的に評価できるよう，部材の損傷

量評価に基づく修復費用の算出を試みた。 

 

2. 地震ロス関数の構築 

 一般に地震ロス関数の構築においては，イベ

*1 東京大学生産技術研究所 助手 博士（工学）(正会員) 

*2 東京大学大学院 工学系研究科 助教授 工博 (正会員) 

*3 東京大学大学院 工学系研究科 助手 修士（工学） (正会員) 

コンクリート工学年次論文集，Vol.27，No.2，2005

-1543-



ントツリー分析が用いられる（図－1）。当該建

築物のフラジリティの仮定より，加速度に対す

る被害率をイベントツリーの各ノードごとに設

定し，算出された合計損害率を縦軸に，加速度

を横軸にして描いた曲線が地震ロス関数となる。

この方法は，建物の損傷を損傷度（小破・中破・

大破など）による大まかな区分で評価するフラ

ジリティの仮定に従うしかなく，建物の損傷量

を評価する方法には適さない。 

 

 
図－1 イベントツリーの例 

 

3. 修復費用関数の構築 

 修復費用関数の構築においては，まず建物の

部材レベルでの損傷量を評価することからはじ

める必要がある。 

3.1 部材の損傷量評価 

(1) 変形成分の分離 

ひび割れ量の推定に関する幾何学的機構（図

－2）においては，まず，部材の変形を曲げ変

形とせん断変形に分離し，曲げによる損傷（ひ

び割れ）とせん断による損傷（ひび割れ）とを

独立に扱うことで，部材の変形量を具体的な損

傷に換算する。はじめに，部材の変形量δが，曲

げによる変形量δB とせん断による変形量δS で 

SB δ+δ=δ      (1) 

のように分離されるとする。このとき，せん断

変形量が曲げ変形量に比例すると仮定し， 

BS δ⋅β=δ       (2) 

と表わされるものとする。現実的には，大きな

損傷を被る範囲においても比例係数βによって

せん断変形量と曲げ変形量の比例関係が成り立

つとは考えにくく，係数β自体が変動係数にな

ると考えられるが，ここでは簡単のために弾性

論による式から係数βを比例係数として仮定す

る。両端固定の曲げ変形量は，P を作用外力，

EIを曲げ剛性とすると， 

EI
hP

B 12

3
0⋅

=δ       (3) 

一方，せん断変形量は GAをせん断剛性として， 
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と表わされ，比例係数βは， 

2
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δ
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となる。 
 

 
図－2 幾何学的なひび割れ発生モデル 

 
(2) ひび割れ量の予測 

図－2 の幾何学的モデルにおいて曲げ変形モ

デルについては，部材角 RBが， 

x
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h
R BB
B

∑=δ
=

0

     (6) 

と表わされるとする。ここに，x：ひび割れが開

いている部分の材軸直交方向長さ（部材せい D

以下，全部開いているときは x =D）である。こ

こで，平均ひび割れ幅については， 

( )av
BavB

B Sh
xR

h
SxRw

00

⋅
=

⋅⋅
=     (7) 

と表わされる。ここに，Sav：平均ひび割れ間隔，

h0 / Sav：部材全長あたりのひび割れ本数に相当。

従って，総ひび割れ長さ LBは， 
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av
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と表わされる。一方，せん断変形モデルについ

ては，部材角 RSが， 

00
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と表わされるとする。ここで，平均ひび割れ幅

については， 
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と表わされる。従って，総ひび割れ長さ LSは， 

θ
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と表わされる。 

このとき，平均ひび割れ間隔 Savが， 







 β+α=

m
AS ce

av      (12) 

と表わされるものと仮定する 3)。ここで，α：定

数 4.36，β：係数 0.137，Ace：引張有効断面積

（=2b(D-d)），b：部材幅，d：部材有効せい，m：

異形鉄筋本数で Ace 中に均等に分散しているも

のとする。本来，(12)式の平均ひび割れ間隔は

曲げひび割れに対して検討されたものであるが，

本論文では，せん断ひび割れに対しても同じ式

が適用できると仮定した。ちなみに CEB-FIP 

Model Code 1978 4)では，曲げひび割れに関する

平均ひび割れ間隔とせん断ひび割れに関する平

均ひび割れ間隔は同じ式で表わされ，せん断ひ

び割れに関する平均ひび割れ間隔の式には，部

材有効せい dと圧縮領域せい xの差に依存する

上限が条件として付加されている。 

(3) 欠損面積の予測 

 ひび割れ量に関する研究に比べて，欠損面積

の予測に関する研究は殆ど見られない。そこで，

吉岡による WS シリーズ試験体 5)16 体のひび割

れ図を画像データとして読み込み，欠損部分と

して認められるピクセル数を計測することで欠

損面積を測定し，欠損面積の進展に関する損傷

量予測を検討した。 

 ひび割れ図における欠損面積の総和を，部材

領域に渡る単位面積あたりの欠損面積に換算し

た損傷量を欠損率[m2/m2]と定義し，各試験体の

破壊モード別に試験体を分類して，部材角に対

する欠損率の進展状況を示したのが図－3 であ

る。 

 

 
図－3 部材角－欠損率関係 

 

付着割裂破壊した試験体（図－3(c)）につい

ては試験体数が少なくバラツキも大きいため，

ここでは，ひび割れ量予測での分類にならい，

曲げ破壊した試験体（図－3(a)）およびせん断

破壊した試験体（図－3(b)）の 2 種類（図－3(d)）

について対象とした。ここで，図－3 の欠損率

を図－4 のようにモデル化する。最小二乗法に

よる近似式から，当該試験体においては，曲げ

破壊した試験体では欠損開始部材角 R0=0.009，

欠損率増加係数αsp=2.60，せん断破壊（曲げ降

伏後にせん断破壊した試験体を除く）した試験

体では R0=0.011，αsp=6.24 となった。曲げ破壊

した試験体およびせん断破壊した試験体に，曲

げ降伏後にせん断破壊した試験体を加えた平均

では，R0=0.01，αsp=3.67 となった。 

以上より，部材変形角 R=(δB+δS)/h0 から，平

均ひび割れ幅，総ひび割れ長さ，欠損面積を損

傷量として予測することが可能になる。 
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図－4 部材角－欠損率関係のモデル化 

 

3.2 補修単価 

鉄筋コンクリート構造部材の損傷状態に応じ

た補修工法として，表－1 のような工法が考え

られる。本論文では，選択される補修工法，お

よび，損傷量あたりの補修費用単価の平均的な

値を建築施工単価 6)より表－2 のように仮定す

る。ここで，仮設足場工事の敷設単価を 2000[円

/掛 m2]と仮定し 7)，内柱の場合は足場無し，内

梁の場合は足場を半層分，外側に面している柱

の場合は足場を当該層の床高さまで，外側に面

している梁の場合は足場を当該層の床高さ＋半

層分の高さまで組むものと仮定した。 

上記に挙げた補修単価のほかに，実際の補修

工事においては，構造部材の仕上げおよび非構

造部材要素に関わる補修費用の他，直接工事費

以外の間接的な費用が工事期間に比例してかか

るものと予想されるが，本論文の修復費用関数

の構築においては，これらを検討対象から外し

ている。 

 

表－1 構造部材要素の補修工法例 

損傷内容 損傷状態 補修工法 

幅 0.2mm 以下 シール工法 

幅 1mm 以下 エポキシ樹脂注入工法ひび割れ 

幅 1mm 以上 U カット+シール工法

エポキシ樹脂充填工法

欠損率 0.05 未満 樹脂モルタル充填工法

欠損・剥落 
欠損率 0.05 以上

鋼板巻き＋モルタル注入

コンクリート打直し 

表－2 選択される補修工法の補修費用単価例 

損傷内容 選択される補修工法 補修費用

単価 

シール工法 910[円/m]

（自動式低圧）樹脂注入工法 6600[円/m]ひび割れ

樹脂充填工法 12540[円/m]

樹脂モルタル充填工法 27000[円/m2]
欠損・剥落

鋼板巻＋モルタル注入工法 
コンクリート打直し 54230[円/m2]

 

4. 修復費用関数の試算例 

鉄筋コンクリート建物の修復費用関数試算例

として，無限均等ラーメンから柱 1 本とそれに

取付く梁を梁の中央で切り出したキの字型の平

面骨組を対象に（図－5），静的漸増載荷解析を

行ない，修復費用の増加率を求めた。 

 

 
図－5 対象構造物の解析モデル 

 

4.1 構造物のモデル 

9 階建ての構造物で，階高は各層で 3.5[m]，

スパンは 6.0[m]，各階の重量は同一とし単位面

積あたりの慣性質量は 1200[kg/m2]とする。断面

寸法は上方漸減型とし，1 層柱寸法を 753[mm]

×753[mm]として，柱寸法は 3 層ごとに 5％ずつ

減少させ，コンクリート強度は下から 3 層ごと

に 42[N/mm2]，39[N/mm2]，36[N/mm2]とした。

梁せいは柱せいの 0.95 倍，梁幅は梁せいの 0.75

倍とした。 

設計用外力分布として Ai 分布を用いて，設計

用ベースシア係数が 0.3 となる降伏強度を定め

た。併せて，全体降伏機構を形成するように，
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降伏を計画する 1 層の柱脚，最上階の柱頭およ

び中間層の梁部材の降伏強度は設計用応力の

1.0 倍とし，降伏を計画しない部材の降伏強度は

設計用応力 1.3 倍とした。 

部材モデルには材端ばねモデルを用いており，

剛域長さを，柱部材では 0.35[m]，梁部材では

0.45[m]と仮定した。部材の復元力特性はトリリ

ニア型とし（図－6），ひび割れ強度 cc FM 56.0= ，

降伏点剛性低下率を 0.3，降伏後剛性低下率を

0.01 と仮定した。 

4.2 静的漸増載荷解析結果 

 前節に示した構造物モデルについて静的漸増

載荷解析を行なった結果を，各層の層せん断力

－層間変形角関係として図－7 に示す。各層の

降伏変位は，小さいもの（最上層）では層間変

形角が 1/350 程度，大きいもの（中下層）では

層間変形角が 1/120 程度であった。 

4.3 修復費用関数の試算結果 

 前節の静的漸増載荷解析結果から修復費用関

数を算出するには，(1)式～(12)式によるひび割

れ量の評価および図－4 に示したモデルによる

欠損率評価が必要になる。本研究では次のよう

な仮定のもと損傷量評価を行なった。 

 (6)式～(8)式において，ひび割れが開いている

部分の材軸直交方向長さ xは部材せい Dで表わ

されるものと仮定した。(9)式～(11)式において，

せん断ひび割れが材軸直交方向に対してなす角

度θは 45°になるものと仮定した。(12)式におい

て，引張有効断面積 Aceは bD/4 で表わされるも

のと仮定し，さらに，Ace中に均等に分散してい

るものとする異形鉄筋本数mはm=8であると仮

定した。 

 上記の仮定に基づいて評価した損傷量に，表

－1 および表－2 に示した補修工法の選択およ

び補修単価の仮定を適用して，各部材レベルで

の補修費用を算定し，これを 3.2 節に示した仮

設足場工の仮定に従って構造物全体系の補修費

用へと積算した。建物の頂部変位から求めた全

体変形角を横軸に，積算された補修費用を図示

したものが図－8 である。 

 
図－6 部材の復元力特性 

 

 
図－7 各層の層せん断力－層間変形角関係 

 

補修費用の算出においては，仮設足場を組む

箇所が外構面か建物内部かの影響を検討したほ

か，補修が比較的容易な柱のみを補修対象とす

る場合と，床あるいは天井などで補修が比較的

困難となる梁についても補修対象とする場合の

比較検討を行なった。 

図－8(a)と(b)の間に見られる補修費用の増

分（変化分）は完全に仮設足場設置の有無によ

る違いであるが，図－8(c)と(d)においては，建

物内部の部材であっても仮設足場を敷設する梁

の補修を対象としているために，補修費用の差

が殆ど見られない。一方，図－8(a)と(c)あるい

は図－8(b)と(d)を比較すると，本論文の建物モ

デルでは，大変形に至るほど梁の補修にかかる

費用が支配的な費用となることがわかる。 

 以前より筆者らは，RC 建物の損傷に対する

修復経費の関係を簡単な関数で表すモデル 8)を

提案してきた（図－9）。図－9 のモデルでは，

修復経費を実際の補修費用ではなく新築費用で

規準化した修復経費の指標 Rで表現し，損傷を
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建物変形角ではなく損傷指標 DR で表現してい

る。ここで，文献 8)における損傷指標 DRは，

累積損傷を考慮しない漸増載荷において，Park

の損傷指標 9)から履歴エネルギーに基づく項を

除いた 

u

M
RD δ

δ
=       (13) 

と表わされることから，損傷指標 DR を終局変

形で規準化した最大変形を表わすものと考える

と，変形角から損傷指標 DR への換算が，補修

費用から規準化した修復経費指標 Rへの換算同

様に，比例的に行われると考えることが出来る。

以上を踏まえると，本論文における修復費用の

試算結果では，上に凸の曲線で表わされる提案

モデルが本研究で検討した修復費用関数を近似

するモデルになると推測される。 

 

5. まとめ 

 鉄筋コンクリート構造物の平面的な損傷量に

応じて算出される修復費用をモデル化し，鉄筋

コンクリート構造物の耐震修復性能評価に用い

る「修復費用関数」の作成を試みた。本論文の

例では，梁を補修対象とすると仮設足場工費に

よって修復費用が増大し，特に大変形において

柱の修復経費に比べて梁の修復費用の増大が顕

著であった。 

今後，軸方向力に応じた残留変形に基づく損

傷量の算出や，部材の損傷状態を 3 次元的に捉

えた損傷量指標について検討を進める必要があ

る。 
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